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市町村合併と通勤・通学流動

清 水 昌 人

Ⅰ．はじめに

全国の市町村に近年最も大きな影響を与えた出来事の一つは「平成の大合併」だろう．

総務省によれば，1999年3月末時点では全国に3,232の市町村があったが，市町村合併が

進んだ結果，2006年3月末の市町村数は1,821まで減少した（総務省 2006）．1,821という

数字は，当初見込まれていた「1,000」１）よりはかなり大きい．しかし，数年間で自治体数

が1,400以上も減少する事態は，自治体やそこに住む人々の生活に大きな変化をもたらし

たと考えられる．

市町村合併の過程では様々な課題が浮上したが，合併の地理的範囲と生活圏の問題も争

点の一つであった．住民の生活圏の変容は，地方分権化や少子高齢化の進展，財政危機な

どの問題とともに，当初より「平成の大合併」の大きな背景の一つとされていた（佐々木

2004，総務省 2006）．現在の市町村境界はモータリゼーション等による住民の生活圏の拡

大に対応していない，よって合併により新たな行政単位を構成する必要がある，と考えら

れたためである．しかし，合併協議をめぐる様々な紆余曲折の報道からも分かるように
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本研究では2000年国勢調査の通勤・通学者数を用い，「平成の大合併」で合併した各（旧）市町

村が通勤・通学の面で合併相手とどの程度の結びつきを有していたか検討した．結びつきの指標に

は，各自治体と合併相手の市町村全域との間の総移動数を各自治体の人口で割った総移動率，およ

び総移動率を合併相手の数で割った自治体あたり総移動率を用いた．両指標は北海道や四国の自治

体，過疎地域，農林漁業従事者割合の高い地域で低い傾向がある．また，相関係数では当該自治体

の人口規模や新自治体に占める人口割合などとの間に負の相関を示す．ただし分析に用いた各種変

数と両指標との関係は単純ではなく，例えば5,000人未満の自治体では5,000～20,000人規模の自治

体よりも両指標の値が全体的に低い．小規模自治体で通勤・通学の結びつきが弱い自治体を特定す

るため，人口5,000人未満，新自治体に占める人口割合20％未満，総移動率と自治体あたり総移動

率が平均－1標準偏差未満の3条件にあてはまる自治体を選んだところ34町村あった．

1）「行政改革大綱（平成12年12月1日閣議決定）」参照．



（例えば菅沼 2005），現実の合併は常に住民の生活圏に沿う形で実現したわけではない．

当然，合併領域と生活圏に齟齬が生じた事例もある．一般に，日常生活上の結びつきが弱

い地域同士，生活圏が異なる地域同士が合併した場合，新自治体の将来に課題を残す懸念

が生じやすい．例えば，新自治体領域と生活圏の不整合は，非効率な地域運営を招いたり，

旧市町村間の対立を引き起したりする恐れがある．中心対周縁の地域格差の拡大，衰退地

域の切り捨てが問題になる場合もあるだろう．勿論，合併の目的は各市町村により様々で

あり，日常生活範囲の問題が必ずしも重視されなかった合併もある．いわゆる「救済合併」

や，自律的立場を維持するため敢えて大都市と合併しなかったケースも少なくない．ただ，

そうした場合でも，上記のような課題は依然として残りうる．住民の生活圏の問題は，救

済合併などで焦点になる財政問題とは基本的に別の問題だからである．

本研究では，「平成の大合併」で合併を経験した自治体に焦点をあて，日常生活圏の異

なる地域や結びつきの弱い地域同士の合併が，どこでどの程度起きたかを明らかにする．

市町村合併と生活圏の関わりを扱った既存の研究には，鹿児島県の合併問題を分析した脇

田他（2004）などがある．これらの研究は特定地域に特化しているが，全国的に見れば十

分な検討が行われていない地域も多い．そこで本稿では，全国の合併市町村を対象に，市

町村合併と生活圏との関係を国勢調査のデータを使って明らかにする．具体的には，平成

12年国勢調査の通勤・通学者数にもとづき，合併した各々の（旧）市町村が通勤・通学の

面で合併相手とどの程度の結びつきを有していたかを検討する．合併市町村間の結びつき

を検討する場合，旧市町村を部分地域として新市町村内の全体的な結びつきを見る方法と，

旧市町村を単位に各自治体と合併相手との結びつきを測る方法がありうる．ここでは後者

のやり方で分析を行う．以下では，まず「平成の大合併」で合併した（旧）自治体につい

て，合併相手の自治体との結びつきを表す指標を作成する．次にそれらの指標の特徴を概

観し，さらにそれらの指標と各（旧）市町村の特徴（人口規模，合併時期等）との関係を

検討する．最後に合併域内での結びつきが弱い（旧）市町村の事例をあげ，通勤・通学や

人口指標の具体的な状況を確認する．

Ⅱ．データと指標

本研究で主に使用するデータは，平成12年国勢調査時点での市区町村別通勤・通学者数

（15歳未満含む）である．今回は平成12年10月 2日以降，合併特例法（旧法）の適用期限

だった平成18年3月末までに合併した市町村を分析対象とした．合併情報は総務省のホー

ムページに掲載されていたデータをもとにしている（総務省 2006）．本稿では，「旧市町

村」という表現も用いるが，それ以外でも，とくに注釈のない限り「市町村」は合併前の

旧市町村を指す．分析対象の範囲については，以下の調整を行った．まず，政令指定都市

内の分区は対象としていない．次に，分村された山梨県旧上九一色村では，地域間の通勤・

通学者数が適切に把握できないため，旧上九一色村が含まれる（新）甲府市と富士河口湖

町を分析対象から外した．さらに，期間内に合併を複数回行った市町村では，平成18年3

―71―



月末時点の領域により合併相手の自治体を特定した．

通勤・通学者数は，地域間結合の計測によく利用されており，これまでにもこのデータ

を用いて様々な方法で圏域設定や結合度の計測が行われている．例として，中心都市への

流出率等を使った「大都市圏」の設定（国勢調査），移動選択指数による通勤・通学圏の

設定（大友 2002），他市町村への流出率（例えば5％以上）による県内市町村の分類（劉

他 2003）などがある．ただ，今回の分析では全国の市町村が対象なので，特定の県や都

市圏を扱う研究とは異なる扱いが必要になる．例えば，今回は大都市圏・非大都市圏にか

かわらず，合併対象となったすべての自治体の通勤・通学流動が問題となる．そのため中

心都市の設定は必要ない．また，合併を経験した自治体は全国で2,000近くにのぼるため，

各市町村について一定の基準で通勤・通学圏を設定し，その圏域と合併領域を一つずつ比

較していくのは煩雑である．そこで，本研究では個別具体的な市町村別通勤・通学圏の設

定は行わず，より単純な指標で全国の状況を概観することにした．

ここでは，以下の指標を作成した．

総移動率・Gi・・・Mij・Mji・・Pi・100

自治体あたり総移動率・GMi・・ Gi・Ni

ただし， Mij：旧市町村iから合併相手の地域全体jへの通勤・通学者数

Pi：旧市町村iの常住人口

Ni：旧市町村iの合併相手となった自治体の個数

地域間移動頻度の計測によく用いられる指標として総移動数がある．これは，当該地域

からある地域への流出数，および，ある地域から当該地域への流入数を足したものである．

本稿では，まず当該市町村（地域i）とその合併相手全体（地域j）との間の総移動数を

計算し，さらにそれを当該市町村の人口で割ったものを考える．この指標は「総移動率」

と呼ばれ（大友 1997），数式上は当該市町村の流出率と流入率を足したものとも解釈でき

るが，これにより当該自治体と合併相手との通勤・通学上の結びつきが把握できると考え

られる．ただし，この指標で注意すべき点は，合併規模（合併相手の数）が値の大小に強

い影響を与えることである．本研究の対象地域では，合併相手の自治体の数が1から15ま

で広く分布している．自治体によっては，個別の合併相手との通勤・通学量が相対的に多

くても，合併規模が小さいために全体の総移動率が低くなる場合がある．あるいは逆に，

個別の自治体との通勤・通学頻度は低くても，合併規模が大きいために総移動率が高くな

るケースもある．そこで，こうした合併規模の影響を調整した指標として，総移動率を合

併相手の数Niで割った「自治体あたり総移動率」を追加することにした．
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以下ではこの2つの指標を用いて分析を進める２）．

Ⅲ．分析

1. 総移動率の頻度分布

図1に総移動率および自治体あたり総移動率別の自治体数を示した．図から分かる通り，

両指標ともグラフは概ね似たような形状を示している．グラフの値は，総移動率では4～

6％台，自治体あたり総移動率では2.5～3.5％で最も高くなる．値はその後おおむね一貫

して低下するが，総移動率では上下動がやや大きい．平均値は総移動率14.6％，自治体あ

たり総移動率5.0％，中央値はそれぞれ12.9％，4.0％となっている（表1）．総移動率と自

治体あたり総移動率の水準は大きく異なるが，これは大部分の自治体が2つ以上の合併相

手と合併しているためである．合併相手の数の平均は3.6であった．

結びつきの強弱を判断する通勤・通学頻度の客観的な基準値はないが，既存の資料・研

究では流出率1.5％（国勢調査），3％（饒他2004），5％（劉他2003）などの数字が目的

に応じて設定されている．前節でも触れたように，総移動率は流出率と流入率の和に相当
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2）本研究の口頭発表時には，流出率・流入率，自治体あたり流出率・流入率を主成分分析にかけ，そこで得ら

れた第1・第2主成分を分析指標として用いた．しかし，本稿では査読者からの指摘にもとづき，総移動数を

基本にした指標を用いている．指標について付言すると，第1に今回の分析で「移動選択指数」を使わなかっ

たのは，以下の理由による．移動選択指数は，流出先（あるいは流入元）の人口規模を考慮した，いわば相対

的な指標である．そのため，例えば流出流に大・小2つのケースがあった場合，相手先の人口規模次第で後者

の選択指数がより高くなることがある．しかし「流出規模が小さいのに結びつきは強い」というのは，当該自

治体に住む人の生活圏の感覚にはややそぐわないように思われる．そのため，今回は（合併相手との相対的な

関係よりも）当該自治体自身の状況に焦点をあてた指標を用いている．第2に，本研究の口頭発表後，「自治

体あたり」の率が適切な指標かという疑問が複数の研究者から出された．確かに，この指標では様々なタイプ

の地域間結合を詳しく把握することができない．例えば，中心都市とその周辺自治体が合併する場合，周辺自

治体にとっては他の周辺自治体との結びつきよりも中心都市との結びつきが重要であることが多い．この場合，

流出入率あるいは総移動率を合併相手全体の数で割った「自治体あたり」の率では，中心地との重要な結びつ

きがうまく表現されない．むしろ最大の流出先についての流出率を使う方がより適切かもしれない．ただ，最

大の流出率を使うと，合併後は同一自治体となる他の周辺自治体と結びつきが弱いという側面は把握されない．

他方，主な流出先（流入元）が分散している場合，あるいは新自治体内で各地域が相互に同程度の結びつきを

持っている場合は，最大の流出（入）率よりも，「自治体あたり」の率のほうが適切な指標だろう．今回の分

析では，自治体により合併規模が異なること，地域間結合に様々なタイプがあることが指標の選択を難しくし

ている．しかし，全国規模の分析を比較的簡便な指標で行う場合，こうした指標選択上の限界はある程度やむ

を得ないと考え，上記の指標を用いている．

図１ 総移動率，自治体あたり総移動率別の自治体数



する．そこで参考までに，総移動率の元となる流出率と

流入率を別途計算し，上記の基準値との関係を表2に掲

げた．合併相手全体に対する流出率・流入率の場合，例

えば1.5％以上の自治体数は全体の85％以上， 5％以上

は5～6割である．合併相手全体で見る限りは，大部分

の市町村は通勤・通学の結びつきが強い地域と合併した

と考えてよいだろう．他方，自治体あたりの指標では1.

5％以上の自治体が全体の5～6割程度，5％以上の自

治体は15％以下でしかない．自治体単位での組み合わせ

のなかには，結びつきの弱い合併もかなり含まれていたと推測される．

なお，流出入と総移動の関係について補足すると，本研究の対象となった自治体では，

総移動率や自治体あたり総移動率が低いほど，総移動に占める流出の割合が低くなってい

る（図2）．後で再び触れるが，これは総移動率と人口との間に負の相関があることと関

係がある．すなわち，相関係数をとってみると，総移動率，自治体あたり総移動率が低い

自治体は人口規模が大きいという傾向がある．一般に人口規模が大きい地域には通勤・通

学者が周辺から流入してくるため，結果的に流出の割合が低くなると考えられる．

2. 地域分布

次に地域分布を概観する．図3，4に旧市町村別の，図5，6に地方別の総移動率と自

治体あたり総移動率を示した．両指標とも，平均と平均±1標準偏差の値をもとに4階級

に分けている（表1参照）．図3と図5によれば，総移動率の高い市町村は，東北（南部），

中部（北部，西部など）に多い．他方，総移動率の低い市町村は，北海道，東北（北部），

関東，近畿（南部），四国などで目立つ．総移動率の最小値は0％（愛知県豊根村，同県

富山村），最大値は76.9％（長崎県香焼町）であった．地方別の平均値では北海道の6.9％

が最も低く，中部の17.0％が最も高い．

自治体あたり総移動率の地域分布は，一部の地域を除き，おおむね総移動率と似た傾向

を示すようである（図4，6）．ただし，関東と中部では両指標でかなりの違いが見られ

る．総移動率の平均は関東よりも中部が高かったが，自治体あたり総移動率の平均では両

者の値が逆転している．これは合併規模（合併相手の数）が両地域で大きく異なるためだ

ろう．合併相手の数の平均を見ると（図7），関東の値は北海道に次いで低いが（2.2），
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表１ 総移動率，自治体あたり総移動率の基本統計

総移動率 自治体あたり
総移動率

平均（m） 14.6 5.0

中央値 12.9 4.0

標準偏差（sd） 10.4 4.1

平均－1標準偏差（m-1sd） 4.3 0.9

平均＋1標準偏差（m+1sd） 25.0 9.1

表２ 流出率・流入率別の市町村数の割合（％）

1.5％以上 3％以上 5％以上

流出率 86.1 74.2 60.0

流入率 90.3 73.6 50.6

自治体あたり流出率 65.1 33.2 14.4

自治体あたり流入率 56.8 20.0 5.6

流出（入）率＝流出（入）数÷当該自治体の人口×100

図２ 総移動に占める流出の割合

mは平均，sdは標準偏差
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中部の値は8地方のなかで最も高い（4.3）．

関東の総移動率は合併相手の数が少ないため

に低くなるが，自治体あたり総移動率は総移

動率を割る分母が小さいために高くなる．他

方，中部では関東と逆のことが起きている，

と考えられる．自治体あたり総移動率の地域

別の値を見ると，最小値は0％（愛知県豊根

村，同県富山村），最大値は37.2％（岐阜県

柳津町）であった．地方別の平均値では，総

移動率と同様，北海道が最も低い（3.9％）．

最高は関東の6.1％だった．

各市町村の地域特性に関しては，図3，4を見るかぎり，合併相手との結びつきが弱い

地域は過疎地域や農林漁業従事者割合の高い地域（離島含む）に多いようである．こうし

た地域では自治体内で就業する人（自営など）や引退した高齢者が相対的に多いため，市

町村外への通勤・通学そのものが少ないと思われる．ただし，過疎地域の中にも総移動率

や自治体あたり総移動率の高い自治体は存在する．両指標ともに，値が最も高い50の自治

体のうち，10自治体は過疎地域の指定を受けている（2001年4月1日現在）．地方レベル

でも，過疎地域が多い東北地方では総移動率，自治体あたり総移動率ともに平均値がかな

り高い．同じ過疎自治体の合併でも結びつきの強い場合と弱い場合がある点は重要だと思

われる．

3. 人口その他の変数との関係

前節では総移動率や自治体あたり総移動率が，各市町村の地理的位置や人口，産業の特

徴に影響を受けることを示唆した．ここでは，人口や産業の状況などを表す変数と両指標

との統計的な関係を観察する．
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図５ 総移動率：地方別 図６ 自治体あたり総移動率：地方別

地域区分：北海道（北海道），東北（青森，岩手，宮城，秋田，山形，福島），関東（茨城，栃木，群馬，埼玉，千葉，東京，神奈川），中部

（新潟，富山，石川，福井，山梨，長野，岐阜，静岡，愛知，三重），近畿（滋賀，京都，大阪，兵庫，奈良，和歌山），中国（鳥取，島根，

岡山，広島，山口），四国（徳島，香川，愛媛，高知），九州・沖縄（福岡，佐賀，長崎，熊本，大分，宮崎，鹿児島，沖縄）

図７ 合併相手の自治体数



表3に，人口規模や新市町

村に占める割合，市町村の財

政力指数などの変数と，総移

動率および自治体あたり総移

動率との相関係数を示した．

係数が比較的高い変数は，新

自治体に占める人口割合（対

総移動率－0.63，対自治体あ

たり総移動率－0.30），人口

規模（同－0.24，－0.19），

面積（対総移動率－0.20）で

ある．すなわち，人口規模が

小さく新自治体に占める人口

割合が低い市町村で，総移動率や自治体あたり総移動率が高い傾向がある．また，当該市

町村の面積が広いほど，総移動率が低い傾向がある．他方，高齢者割合や財政力指数，合

併時期の早さなどその他の指標では，相関係数は低かった．

次に，各変数を複数の階級に区分けして観察すると，更にいくつかの特徴が明らかにな

る．例えば人口規模との関係は，相関係数の上では負だが，グラフではいわばU字型を

示す（図8，9）．そのため，5,000人未満の自治体では5,000～20,000人規模の自治体より

も両指標の値が全体的に低くなっている．こうしたU字型の傾向は，高齢者割合や財政

力指数，第一次産業従事者割合でも見られる（図10～15）．財政力指数が非常に低い，あ

るいは高齢者割合や第一次産業従事者割合が非常に高い地域は，各変数の値が中程度の地

域に比べ，総移動率や自治体あたり総移動率の値が全体的に低い．また新自治体での人口

割合（自治体あたり総移動率，図16），人口密度（総移動率，図略）でも，ある程度似た

傾向が観察された．ただ，こうした傾向はすべての変数で観察されるわけではない．例え

ば，総移動率と新自治体での人口割合は相関係数が高いが，グラフ上でもおおむね単純な
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表３ 相関係数

総移動率 自治体あたり
総移動率

人口規模 -0.24 -0.19

新自治体に占める人口割合 -0.63 -0.30

人口増加率（1995～2000年） 0.04 0.05

面積（�） -0.20 -0.10

人口密度（人／�） -0.11 -0.05

高齢者割合 0.01 -0.06

財政力指数** -0.12 -0.02

第一次産業従事者割合 -0.02 -0.02

過疎地域か否か（過疎＝1，非過疎＝0） -0.01 -0.06

合併時期（早い＝小，遅い＝大）* -0.10 0.02

*分析対象期間内に複数回合併している市町村のぞく．**政令市の区
のぞく．1997～1999年度の平均値．人口，新市町村に占める割合，面
積，人口密度，高齢者割合，第一次産業従事者割合は2000年10月1日
時点，過疎地域の指定は2000年国勢調査時点．

図８ 総移動率：人口規模別 図９ 自治体あたり総移動率：人口規模別
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図10 総移動率：高齢者割合別 図11 自治体あたり総移動率：高齢者割合別

図12 総移動率：財政力指数別 図13 自治体あたり総移動率：財政力指数別

図14 総移動率：第一次産業従業者割合別 図15 自治体あたり総移動率：第一次産業従業者割合別



負の関係が見られる（図17）．

冒頭にも記したように，今回の市町村合併では，生活圏の問題の他に地方財政や高齢化

の問題も焦点になった．上記の分析結果は，財政面で相対的に不利な市町村や高齢者割合

の高い市町村では，合併相手との通勤・通学上の結びつきが相対的に弱い傾向があること

を示している．高齢者が多い地域では，労働力人口が少ないこと，福祉関連経費が多いこ

となどから財政力指数が低くなりやすい．また通勤・通学そのものが少ないので，他地域

との結びつきが弱くなりがちである．それゆえ，結びつきの強弱は，ある程度まで各地域

の人口の年齢構成に規定されているともいえる．ただし，人口規模が非常に小さい自治体

で通勤・通学の結びつきが弱くなりがちな点，また，そうした自治体が財政面で不利で，

かつ高い高齢者割合を示しやすいだろう点３）にはやはり注意が必要だと思われる．当該市

町村が置かれた政治的・経済的状況にもよるが，こうした条件にあてはまる地域が，新自

治体のなかで周縁性や他地域との格差といった問題を抱える可能性も否定できないためで

ある．

4. 通勤・通学結合の弱い地域

本稿の目的の一つは，通勤・通学上の結びつきを把握することだが，結びつきがとくに

弱い地域を識別し，その状況を押さえることは重要だと考えられる．そこで最後に，結び

つきの弱い地域の状況を具体的にみることにする．ただし，上述の周縁性という問題もあ

るので，以下では通勤・通学の結びつきが弱いという条件に加え，とくに人口規模や新自

治体での人口割合が小さい地域をとりあげることにした．具体的には以下の条件にあては

まる町村を選んだ．①総移動率，自治体あたり総移動率ともに平均未満，②人口5,000人

未満，③新自治体内での人口割合20％未満．②，③の条件は客観的・絶対的な判別基準に

もとづくものではない．ここでは，②③の基準値の周辺で結びつきの指標が比較的大きく

変化するように見えること（図8，9，17参照）などを参考に値を設定している．
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図16 自治体あたり総移動率：人口割合別 図17 総移動率：人口割合別

3）本研究の対象地域について，人口規模と高齢者割合および財政力指数との相関係数をとると，それぞれ

－0.37，0.53だった．



当該条件にあてはまる町村の数は161，今回の分析対象に占める割合は8.2％だった．こ

のうち総移動率ないし自治体あたり総移動率が平均－1標準偏差の町村を表4に掲げた．

これら34地域は，すべて過疎指定を受けている．また，大部分の町村が高齢者割合30％以

上（26町村），財政力指数0.2以下（32町村），第一次産業従事者割合20％以上（20町村）

である．通勤・通学については，自治体内在留割合（常住人口のうち，通勤・通学先が自

治体内の人，通勤も通学もしていない人，および労働力状態不詳の人の割合）が95％以上

の地域が16あるが，85％未満の地域も6ある．この表にあがっている町村は，すべて合併

領域内での通勤・通学の結びつきが弱い地域だが，前者は（旧）町村外移動自体が少ない

ため結びつきが弱いと解釈できる．後者は合併領域以外に結びつきの強い地域が存在する，

すなわち生活圏域と合併領域がある程度異なる可能性を示唆する．

表4に掲げた町村の通勤・通学の具体的な状況を見るため，総移動率と自治体あたり総

移動率の平均が低い北海道と四国の事例を検討する（図18，19）．四国では，表4にあがっ

た自治体数が最も多い愛媛県の例を示した．北海道では日高町，忠類村，熊石町，浜益村

の4町村が該当しているが，どの町村でも高齢者割合と第一次産業従事者割合が高い．例

えば，浜益村の高齢者割合は38.3％，忠類村の第一次産業従事者割合は44.5％である（表

4）．また，いずれの地域も合併領域外に通勤・通学の結びつきがより強い地域が存在す

る．例えば熊石村では，同じ檜山支庁内の乙部町や江差町との結びつきが合併相手の八雲

町（渡島支庁）よりもはるかに強い．合併の経緯を見ると，ここでとりあげた多くの自治

体は当初結びつきの最も強い地域との合併を検討していたことが分かる（例えば『広報た

いき』 2003年8月号，函館新聞2003年12月23日，平取町・平取町議会 2004）．それが現

在の形になったのは，合併協議のなかで日常生活圏以外の要素が重要な役割を果たしたた

めと思われる．

愛媛県では魚島村，小田町，広田村，関前村が該当している．いずれも北海道同様，高

齢者割合と第一次産業従事者割合が高い．魚島村は瀬戸内海の島嶼部にあり，通勤・通学

そのものが少ない．関前村も島嶼部だが，今治市への流出率は比較的高い．ただ合併領域

が非常に広く，今治市以外の合併相手とは通勤・通学の結びつきが弱い．小田町と広田村

の場合，自治体内在留割合は95％以下で，合併領域外との流出入が比較的多い．このため，

例えば小田町は，砥部町や広田村との合併志向を持っていたが，砥部町と広田村が2町村

で合併したため実現はしなかった（横山 2003）．広田村の場合，合併した砥部町とのつな

がりもそれなりに強いが，通勤・通学量が最も多い自治体は松山市である．このように，

大きな都市の周辺町村では，その都市への通勤・通学が大きな比重を占める場合がよくみ

られる．
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図18 北海道の事例

図19 愛媛県の事例



Ⅳ．まとめ

本研究では，2000年国勢調査の通勤・通学者数を用い，国勢調査後から2006年3月末ま

でに合併した各（旧）市町村が，通勤・通学の面で合併相手とどの程度の結びつきを有し

ていたか検討した．結びつきの指標には，各自治体と合併相手の市町村全域との間の総移

動率，および総移動率を合併相手の数で割った自治体あたり総移動率を用いた．両指標は

北海道や四国の自治体，過疎地域，農林漁業従事者割合の高い地域で低い傾向がある．ま

た相関係数では，当該自治体の人口規模や新自治体に占める人口割合などとの間に負の相

関を示す．ただし，本稿で分析した各種変数と両指標との関係は単純ではなく，例えば

5,000人未満の自治体では5,000～20,000人規模の自治体よりも両指標の値が全体的に低い．

小規模自治体で通勤・通学の結びつきが弱い自治体を特定するため，人口5,000人未満，

新自治体に占める人口割合20％未満，総移動率ないし自治体あたり総移動率が平均－1標

準偏差未満の3条件にあてはまる自治体を選んだところ，34町村あった．こうした地域に

ついて北海道と愛媛の事例を検討すると，例えば北海道では，事例でとりあげた町村の多

くが通勤・通学の結びつきがより強い別の町村と合併を検討していた．それが現在の形に

なったのは，日常生活圏以外の要素が重要な役割を果たしたためと考えられる．

「平成の大合併」の主目的となった事柄は，市町村ごとに異なる．それゆえ本稿で検討

した通勤・通学上の結びつきの強弱は，合併の総合的な成否を表すわけではない．しかし

日常生活圏の異なる部分地域の存在は，新自治体にとって行財政運営の非効率化や自治体

内格差の拡大といった問題を生じさせる可能性がある．この点については，各自治体とも

さまざまな対応策をとっていると思われるが，そうした対策の効果も含め，今後さらに中

長期的に検討していく必要がある．また，今回の分析は旧市町村単位で行ったが，新市町

村を単位に自治体内各地域の結びつきを捉えていくことも重要だろう．今回用いた分析指

標は人々の生活圏の一側面を示すものに過ぎない．様々な指標を使った分析を積み重ねる

ことで，市町村合併と生活圏の問題をより詳しく把握できると思われる．
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Municipalmergersandcommuting

MasatoSHIMIZU

Oneofthemainpurposesoftherecent"HeiseinoDaiGappei"(theGreatHeiseiMerger)in

Japanwastoenhancelocalgovernments'administrativeefficiencybyremedyinggeographical

disjunctionbetweenmunicipalboundariesanddaily-lifespaceofresidents.Thispaperaimsat

examiningwhethermunicipalitiesactuallymergedwithstrongly-connectedmunicipalitiesbyusing

thedataofinter-municipalcommutinginthe2000PopulationCensus.Togaugethelevelof

commutingconnectionforeach(old)municipality,wecalculatetwoindices;oneisthegross

commutingrate,inwhichthetotalnumberofcommutersbetweenthe(old)municipalityandthe

entiremunicipalitiestomergewithisdividedbythepopulationofthe(old)municipality.Theother

istheaveragegrosscommutingratepermergedmunicipality,acquiredbydividingthefirstindex

bythenumberofmergedmunicipalities.Ouranalysisshowsthatgrosscommutingratesand

averagegrosscommutingratestendtobelowinHokkaidoandShikoku.Municipalitieswithlow

levelsofindicesarebyandlargelocatedindepopulatedareas,orareaswithhigherpercentagesof

thoseengagedintheprimaryindustries.Correlationcoefficientsindicatethatthegrosscommuting

rateandtheaveragegrosscommutingratearenegativelycorrelatedwith(old)municipality's

populationsizeandpopulationshareinthenewmunicipality.However,acloserlookatthedata

revealsthatmunicipalitieswithlessthan5,000residentshaveonaveragelowervaluesforboth

indicesthanthosewithmoderatesizeofpopulation.Variablessuchasthepercentageoftheelderly,

financialindexofmunicipality,andthepercentageofthoseengagedintheprimaryindustriesalso

showthesimilarcharacteristics.Inordertolocatemunicipalitieswithsmallpopulationandweak

commutingconnection,wesortoutmunicipalitiesbasedonthefollowingthreecriteria;1)

populationwaslessthan5,000,2)populationshareinthenewmunicipalitywaslessthan20%,

and3)atleastoneofthetwoindicesislessthanaverageminus1standarddeviation.34

municipalitiesfitthosecriteria.CasestudiesofHokkaidoandEhimeprefecturesindicatethatthe

selectedmunicipalitiesbasicallyshowveryhighpercentagesoftheelderlyandthoseworkingin

theprimaryindustries,aswellasverylowlevelsoffinancialindex.Someofthemunicipalitieshad

fewcommutersto/fromoutside,andothersmaintainedstrongercommutingconnectionswith

municipalitiesotherthanthosetomergewith,especiallyinHokkaido.




